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公正取引委員会からの排除措置命令等に対する取消訴訟の提起を決定いたしました 
 
 

中部電力株式会社（代表取締役社長：林 欣吾、以下「中部電力」）および中部電力ミライズ

株式会社（代表取締役：大谷 真哉、以下「中部電力ミライズ」）は、2021 年 4 月 13 日に  

中部地区等における特別高圧電力および高圧電力の供給に関して、独占禁止法（以下「独禁法」）

違反（不当な取引制限）の疑いがあるとして、公正取引委員会（以下「公取委」）の立入検査

を受け、以降、公取委による調査に全面的に協力してまいりました。 

本日、中部電力は独禁法に基づく課徴金納付命令を、中部電力ミライズは独禁法に基づく

排除措置命令および課徴金納付命令を、公取委からそれぞれ受けました。 

（本日１５時開示済「公正取引委員会から排除措置命令および課徴金納付命令を受領いたしました」） 
 
お客さまや株主、地域の皆さま、お取引先をはじめ関係者の皆さまに、ご心配をおかけ  

しておりますことを、お詫び申しあげます。 
 
今回の各命令について、中部電力および中部電力ミライズは、公取委との間で、事実認定

と法解釈について見解の相違があることから、本日、取消訴訟を提起することを決定いたし

ました。 

今後、訴訟において当社の考え方を説明し、司法の公正な判断を求めてまいります。 

 

【ご参考】排除措置命令、課徴金納付命令の概要 
１．排除措置命令の概要 
（１）対 象 

中部電力ミライズ 
（２）命令の概要 

中部電力（現：中部電力ミライズ）および関西電力株式会社は、共同して、互いに、
相手方の供給区域において相手方が小売供給を行う大口顧客の獲得のための営業活動
を制限することを合意することにより、公共の利益に反して、中部地区および関西地区

に所在する大口顧客に対して小売供給を行う電気の取引分野における競争を実質的に
制限していた。 

この行為は、独禁法第２条第６項に規定する不当な取引制限に該当し、同法第３条の
規定に違反するものであるため、今後同様の行為が行われないように必要な措置を  
講じること等を命じる。 

 
２．課徴金納付命令の概要 

対 象 納付すべき課徴金の額 納付期限 

中部電力 ２０１億８３３８万円 
２０２３年１０月３１日 

中部電力ミライズ ７３億７２５２万円 

以上 


